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１
構
造
的
諸
変
化
社会の構造的変化と労働市場の変動
社会の構造的変化と労働市場の変動
経
済
の
変
動
と
労
働
市
場
嶺
学
１５１ 
日本の大企業を中心とする一雇用慣行は、いわゆる終身一雇用、年功賃金等によって代表されるが、近年、変化があり、
崩壊したとの評価もなされる。本稿は一雇用慣行把握の枠組みを決定し、その適用を試みるものである。
ま
ず
、
｜
雇
用
慣
行
の
変
化
の
背
景
と
し
て
し
ば
し
ば
取
り
上
げ
ら
れ
て
き
た
も
の
を
列
挙
す
る
。
こ
れ
ら
は
、
後
に
検
討
す
る
「
枠
組
み」に影響を及ぼしている。内容については周知のところなので深くは立入らない。
第
一
は
、
日
本
の
経
済
規
模
の
拡
大
と
、
そ
の
原
因
と
な
り
結
果
と
な
る
一
連
の
経
済
上
の
変
化
で
あ
る
。
石
油
危
機
以
降
の
先
進
工
業
国
に
比
べ
た
順
調
な
発
展
、
機
械
関
連
産
業
中
心
の
強
い
国
際
競
争
力
、
海
外
直
接
投
資
と
人
の
流
動
化
を
含
む
国
際
化
な
ど
。
特
に
石油危機以降の世界の市場の性格（多品種少量の需要と変動性）に日本産業が適応的であったことに注目したい。
第
二
は
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
、
情
報
技
術
を
中
心
と
す
る
技
術
革
新
が
あ
げ
ら
れ
る
。
特
に
、
生
産
・
業
務
へ
の
適
用
に
あ
た
り
、
労
働
の
質
や
導
入
過
程
に
お
け
る
労
使
関
係
が
、
本
稿
と
関
連
す
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
第
三
に
サ
ー
ビ
ス
経
済
化
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
産
業
に
並
行
し
て
職
業
に
も
変
化
が
あ
る
。
工
業
労
働
と
は
異
っ
た
型
の
労
働
、
ま
た
そ
の
労
働
者
の
移
動
傾
向
が
注
目
さ
れ
る
。
第
四
に
女
子
の
労
働
市
場
進
出
が
著
し
い
こ
と
、
ま
た
、
法
的
規
制
が
行
な
わ
れ
た
こ
と
を
き
っ
か
け
に
、
男
女
均
等
処
遇
の
要
求
も
強
ま
っ
て
き
た
。
第
五
は
高
齢
化
で
あ
る
。
人
口
の
年
齢
構
成
が
高
ま
り
、
旧
定
年
五
五
歳
以
上
の
労
働
力
は
今
後
と
も
増
大
を
続
け
る
が
、
そ
の
適
職
を
見
出
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
企
業
内
で
の
高
齢
者
施
策
も
大
き
く
変
化
し
て
い
る
。
第
六
に
労
働
者
意
識
の
変
化
が
あ
る
。
仕
事
中
心
の
関
心
か
ら
仕
事
と
余
暇
・
家
庭
を
と
も
に
重
視
す
る
傾
向
、
転
職
志
向
の
増
大
、
そ
の
他
の
意
識
の
変
化
が
あ
る
。
雇
用
制
度
は
労
働
者
の
受
容
に
よ
り
安
定
す
る
ゆ
え
に
こ
の
変
化
は
注
目
を
要
す
る
。
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円
高
後
の
不
況
は
、
影
響
が
不
均
等
で
あ
っ
た
。
そ
の
こ
と
も
あ
り
、
新
規
分
野
へ
の
進
出
な
ど
企
業
の
事
業
再
構
築
が
行
な
わ
れ
た
こ
と
が
目
立
つ
。
不
況
業
種
の
一
雇
用
調
整
の
方
法
は
、
石
油
危
機
後
の
措
置
と
お
お
む
ね
同
じ
で
あ
る
。
し
か
し
、
事
業
再
構
築
と
も
か
ら
み
、
他
社
へ
の
出
向
が
目
立
っ
た
。
こ
れ
は
、
準
企
業
内
労
働
市
場
、
終
身
一
雇
用
圏
な
ど
と
し
て
注
目
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
好
況
局
面
に
入
っ
て
か
ら
も
、
事
業
再
構
築
の
動
き
は
続
き
、
準
企
業
内
労
働
市
場
は
、
系
列
企
業
の
強
化
、
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
一
環
な
ど
の
積
極
的
な
意
義
を
も
つ
場
合
が
増
え
て
き
た
。
事
業
再
構
築
に
あ
た
っ
て
柔
軟
性
確
保
や
コ
ス
ト
削
減
の
た
め
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
等
が
利
用
さ
れ
、
そ
れ
以
前
か
ら
み
ら
れ
た
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
の
非
正
規
一
雇
用
と
と
も
に
、
特
に
好
況
局
面
で
著
し
い
増
大
が
み
に
行
な
わ
れ
る
、
残
業
規
制
、
中
途
採
用
の
剛
体」が行なわれた。減量があり、出向、一
維
持
す
る
企
業
行
動
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
られた。
２
経
済
の
変
動
と
労
働
市
場
経
済
動
向
を
比
較
的
よ
く
反
映
す
る
求
人
倍
率
の
変
化
を
第
１
図
に
示
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
石
油
危
機
前
後
か
ら
、
’
九
九
一
年
景
気
低
迷
以
前
ま
で
の
労
働市場における需給の大きなうねりを把握できる。
第
一
次
石
油
危
機
後
、
急
速
に
労
働
市
場
は
供
給
超
過
と
な
り
、
そ
れ
が
第
二
次
石
油
危
機
前
後
を
含
め
て
基
本
的
に
持
続
し
た
。
プ
ラ
ザ
合
意
後
の
円
高
に
よ
り
、
労
働
市
場
は
短
期
間
の
需
給
状
況
の
悪
化
の
後
、
需
要
超
過
・
労
働
力
不
足
が
進
展
し
た
。
第
一
次
石
油
危機後と円高後の時期は、経済と労働市場の変動が著しく、｜雇用慣行に影響を及ぼしたことが考えられる。
第
一
の
時
期
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
多
消
費
業
種
や
需
要
低
迷
・
コ
ス
ト
上
昇
の
不
況
業
種
を
中
心
に
、
産
業
一
般
に
「
減
量
経
営
」
が
行
な
わ
れ
た
。
大
企
業
に
お
い
て
正
規
従
業
員
の
減
少
は
顕
著
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
こ
の
期
の
特
徴
で
あ
る
。
ま
た
、
不
況
期
に
一
般
的
に
行
な
わ
れ
る
、
残
業
規
制
、
中
途
採
用
の
削
減
・
停
止
、
配
転
・
出
向
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
が
、
新
た
な
措
置
と
し
て
二
時
帰
休」が行なわれた。減量があり、出向、希望退職募集もあったが解一展は最終措置であった限りでは、終身一雇用慣行を
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３
雇
用
慣
行
と
関
係
法
令
石
油
危
機
以
降
の
時
期
に
、
社
会
保
障
や
労
働
に
関
す
る
法
令
の
大
幅
な
変
化
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
は
雇
用
慣
行
と
次
の
よ
う
に
関
わ
っ
て
い
る
。
ま
ず
第
一
に
、
高
齢
者
の
一
雇
用
と
生
活
保
障
の
あ
り
方
の
基
礎
に
か
か
わ
る
公
的
年
金
の
改
革
が
な
さ
れ
て
い
る
。
労
働
力
取
引
の
基
本
に
関
わ
る
社
会
的
標
準
労
働
時
間
が
改
訂
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
第
二
に
、
終
身
雇
用
慣
行
に
依
拠
し
て
、
一
雇
用
の
安
定
を
図
る
措
置
が
あ
っ
た
。
特
に
高
齢
者
を
な
る
べ
く
企
業
内
に
継
続
雇
用
さ
せ
る
こ
と
、
｜
時
帰
休
を
支
援
す
る
こ
と
な
ど
。
第
三
に
、
一
雇
用
慣
そ
の
後
も
非
正
規
従
業
員
は
増
加
し
て
い
る
。
非
正
規
従
業
員
の
量
的
な
中
心
と
い
う
べ
き
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
は
、
男
子
よ
り
伸びの大きい女子雇用者よりも大きく伸び、女子短時間雇用者は、女子雇用者のおよそ一一一割に達している。
円
高
好
況
の
終
期
に
は
、
労
働
力
不
足
感
が
一
般
化
し
、
中
小
企
業
、
福
祉
分
野
な
ど
で
深
刻
と
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
労
働
市
場
の
状
況
か
ら
、
転
職
率
が
高
ま
り
、
特
に
新
規
学
卒
就
職
後
の
離
職
率
も
著
し
く
な
っ
た
。
ま
た
、
そ
の
他
の
層
で
の
移
動
も
目
立
つ
よ
う
’九八七年一○月実施の就業構造基本調査によれば、五年前に比較して非正規一雇用が顕著な伸びを示した。即ち正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
四
・
七
％
増
二
五
六
万
人
）
に
対
し
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
は
四
○
・
四
％
（
一
八
九
万
人
）
の
増
加
で
あ
っ
た
。
八
七
年
の
雇
用
者
の
う
ち
、
パ
ー
ト
は
一
○
・
一
％
、
ア
ル
バ
イ
ト
は
四
・
一
％
、
派
遣
社
員
○
・
二
％
、
嘱
託
な
ど
一
・
六
％
以
上
、
円
高
不
況
と
そ
れ
に
続
く
好
況
の
局
面
に
つ
い
て
言
え
ば
、
非
正
規
従
業
員
の
増
加
、
高
齢
者
の
定
年
前
出
向
の
増
加
な
ど
が
み
ら
れ
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
は
従
来
と
違
う
一
雇
用
制
度
を
も
つ
大
企
業
も
現
わ
れ
て
い
る
が
、
大
企
業
・
中
堅
企
業
の
大
部
分
は
、
ス
リ
ム
化
し
つ
つ
も
長
期
継
続
的
に
基
幹
要
員
を
雇
用
し
て
い
る
こ
と
に
変
り
は
な
い
と
み
ら
れ
る
。
に
な
っ
た
。
った。八皿
であった。
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行
と
そ
の
背
景
と
な
っ
て
い
る
労
働
市
場
の
構
造
的
条
件
が
、
法
令
に
反
映
さ
れ
て
い
る
。
第
四
に
従
来
の
一
雇
用
慣
行
と
は
対
立
す
る
法
令も成立した。労働者派遣法、男女一雇用機会均等法などはこれである。これらについてのより詳細な叙述は別に行な
（注Ｉ）
一つ。新法令に現われた政策は一方では既存の一雇用慣行と整ムロ的であるとともに、他方では修正を迫るものもあったと
言
え
よ
う
。
（１）日本的一雇用慣行の原型
日本的一雇用慣行（モデル）として、もっともしばしば引用されるのは恐らく、一九七二年のＯＥＣＤの労働力社会
（注２）
政策に関する報告書の、いわゆる「’二種の神器」である。このうち、日本政府提出レポートに関する検討員報告書に、
労使合意の一雇用制度の純モデルとして、生涯一雇用（終身一雇用）、年功賃金制度、企業別組合主義が掲げられている。も
っとも報告書の本体に当たる国別検討の最終段階の結論では、日本に特有な一雇用制度として、ほぼ前二者が扱われて
いる。検討員報告書では、生涯一雇用について、労働者は一人の使用者に生涯一雇用されることを決め、使用者は通常定
１
日
本
の
一
雇
用
慣
行
の
位
置
前
項
で
は
、
社
会
の
構
造
的
諸
変
化
と
経
済
変
動
に
伴
い
、
従
来
の
一
雇
用
慣
行
が
変
化
し
て
い
る
こ
と
を
見
て
き
た
。
そ
の
変
化
に
つ
い
て
判
断
す
る
た
め
に
は
、
も
と
に
な
る
一
雇
用
慣
行
の
原
型
を
確
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
一
雇
用
慣
行
把
握
の
枠
組
み
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
第
一
の
点
に
つ
い
て
は
、
社
会
的
に
広
く
行
な
わ
れ
て
い
る
定
義
を
と
り
、
吟
味
す
る
こ
と
と
し
た
い
。
二
日
本
の
雇
用
慣
行
と
新
し
い
傾
向
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年
ま
で
一
雇
用
保
障
す
る
こ
と
に
努
め
、
他
方
、
労
働
者
は
自
由
に
退
職
で
き
る
が
、
自
己
の
経
済
的
な
利
益
や
心
理
的
圧
力
の
た
め
退
職
す
る
こ
と
ば
な
い
と
し
て
い
る
。
生
涯
一
雇
用
に
お
い
て
は
、
新
規
学
卒
者
を
採
用
し
て
、
生
涯
に
わ
た
っ
て
訓
練
し
、
企
業
内
の
移
動
は
原
則
と
し
て
無
制
限
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
年
功
賃
金
制
度
は
、
勤
続
に
よ
っ
て
賃
金
が
急
勾
配
に
増
加
す
る
制
度
と
し
て
い
る
。
学
歴
別
に
初
任
給
の
水
準
と
、
そ
の
後
の
勾
配
が
異
り
、
昇
進
と
非
公
式
の
勤
務
評
定
に
よ
っ
て
個
人
差
が
あ
り
、
ま
た
、
家
族
の
支
出
に
応
じ
た
収
入
を
与
え
て
い
る
。
他
方
、
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
で
は
特
に
賃
金
上
昇
と
仕
事
の
能
力
の
向
上
は
離
れ
た
も
の
で
あ
る
と
し
、
仕
事
や
知
識
・
熟
練
の
関
連
が
薄
い
と
み
て
い
る
。
企
業
別
組
△
口
に
つ
い
て
は
、
常
用
労
働
者
の
み
が
組
合
員
で
あ
り
、
団
体
交
渉
は
個
別
企
業
と
企
業
別
組
合
の
間
で
行
な
わ
れ
る
と
し
て
い
る
。
企
業
も
、
過
剰
労
働
力
を
基
礎
と
す
る
臨
時
労
働
者
、
社
外
工
な
ど
と
区
別
し
て
、
企
業
の
長
期
発
展
に
必
要
な
常
用
労
働
者
で
あ
る
組
合
員
を
保
護
す
る
と
解
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
以
卜
に
加
え
、
次
の
よ
う
な
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
①
歴
史
的
文
化
的
沿
革
は
あ
る
が
、
雇
用
保
障
が
常
用
労
働
者
全
体
に
及
ぶ
今
日
の
形
態
は
戦
後
形
成
さ
れ
た
こ
と
、
②
欧
米
諸
国
に
類
似
し
た
慣
行
が
あ
り
差
異
は
程
度
の
問
題
で
あ
る
。
し
か
し
相
違
は
特
に
雇
用
保
障
に
つ
い
て
小
さ
く
、
年
功
賃
金
に
お
い
て
大
き
い
こ
と
、
③
新
規
学
卒
が
戦
略
的
に
重
要
で
あ
る
こ
と
、
④
純
モ
デ
ル
は
主
と
し
て
近
代
的
部
門
の
主
導
的
企
業
の
み
に
み
ら
れ
、
恩
恵
外
の
労
働
者
が
い
る
こ
と
、
⑤
労
働
組
合
は
、
各
レ
ベ
ル
で
非
公
式
協
議
を
行
な
うが、雇用と所得の保障の見返りに経営上の責任を経営者に委ねること、⑥長所として、（企業にとって）従業員が企
業への忠誠心、生産性と業績に関心をもっていること、労働力の配置に融通性があること、（労働者にとって）｜雇用と
所得が保障されること、短所としては、企業間の移動が妨げられ、個人の選択の自由が制限されることなどがある。
以
上
は
、
筆
者
の
解
釈
に
よ
り
要
約
し
つ
つ
紹
介
し
た
も
の
で
あ
る
。
筆
者
と
し
て
は
、
慣
行
成
立
の
時
期
、
年
功
賃
金
の
規
定
、
さ
ら
（肱３〉
に
企
業
内
労
使
関
係
の
理
解
が
定
型
化
し
過
ぎ
る
な
ど
疑
問
を
も
つ
が
、
慎
重
な
扱
い
が
な
さ
れ
、
基
本
的
に
適
切
と
考
え
る
。
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と
こ
ろ
で
、
そ
の
後
一
九
七
七
年
に
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
か
ら
日
本
の
労
使
関
係
制
度
に
つ
い
て
の
文
書
が
出
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
を
、
翻
訳
出
版
し
た
当
時
の
日
本
労
働
協
会
に
よ
れ
ば
、
日
本
企
業
の
海
外
進
出
に
伴
い
、
日
本
の
労
使
関
係
制
度
を
現
地
の
社
会
経
済
事
情
と
の
関
連
で
改
め
て
見
直
す
必
要
が
生
じ
て
い
る
こ
と
、
日
本
製
品
の
強
い
国
際
競
争
力
の
一
要
因
と
し
て
日
本
の
労
使
関
係
制
度
に
世
界
的
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
調
査
団
の
来
日
、
討
議
を
経
て
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
報
告
で
は
、
右
の
背
景
か
ら
、
文
化
的
差
異
と
経
営
に
関
す
る
関
心
が
強
く
、
日
本
の
労
使
関
係
制
度
の
三
つ
の
柱
の
ほ
か
、
第
四
の
柱
と
し
て
企
業
内
社
会
規
範
を
あ
げ
た
。
こ
れ
は
、
企
業
の
経
営
者
・
労
働
者
が
共
同
社
会
意
識
を
も
つ
こ
と
、
そ
の
巾
で
先
輩
－
後
輩
の
序
列
意
識
が
あ
る
こ
と
、
お
よ
び
、
稟
議
に
代
表
さ
れ
る
（
集
団
主
義
的
）
意
思
決
定
過
程
を
も
つ
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
の
報
告
書
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
的
な
労
使
関
係
制
度
の
評
価
基
準
（
物
価
の
安
定
、
労
使
関
係
枠
組
み
の
安
定
、
企
業
業
績
、
社
会
全
体
の
利
益
な
ど
）
に
照
ら
し
、
日
本
の
労
使
関
係
制
度
は
優
れているとしている。しかし、個人主義と仕事以外の生活の享受の普遍的な（簸者）傾向によって、企業別組合以外の
柱は弱まってゆくとし、欧米の方向への収敵を想定している。欧米側からみると、｜雇用の継続、特定の仕事と結びつ
く
こ
と
が
な
く
定
期
的
に
上
昇
す
る
賃
金
、
ま
た
、
そ
れ
ら
の
基
礎
に
あ
る
企
業
は
人
な
り
の
考
え
方
は
、
学
ぶ
こ
と
の
で
き
る
と
し
て
（池Ｉ｝
い
る
。
即
ち
こ
れ
ら
に
つ
い
て
並
曰
通
性
を
認
め
て
い
る
。
企
業
は
人
な
り
の
考
え
方
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
労
働
者
参
加
と
し
て
展
開
さ
れ
企
業
が
、
カ
ネ
、
モ
ノ
、
職
務
の
組
織
で
あ
る
と
と
も
に
、
職
務
の
担
い
手
で
あ
る
人
の
組
織
で
あ
る
こ
と
は
祥
の
東
西
を
問
わ
ず
否
定
で
き
な
い
。
労
働
者
は
企
業
に
雇
用
さ
れ
て
業
務
の
一
部
を
分
担
す
る
が
、
そ
の
際
、
組
織
の
業
務
の
周
辺
的
な
仕
事
を
一
時
的
に
担
う
者
に
と
っ
て
は
、
一
定
の
仕
事
を
し
て
賃
金
を
受
取
る
一
時
的
契
約
関
係
、
賃
労
働
関
係
に
入
る
こ
と
と
な
る
が
、
企
業
特
殊
性
の
あ
る
熟
練
・
知
識
を
要
す
る
仕
事
を
担
う
者
は
、
こ
の
ほ
か
に
企
業
と
持
続
的
関
係
を
保
ち
、
人
の
組
織
の
一
員
と
し
て
の
地
位
を
保
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
労
働
者
は
、
自
己
の
関
係
業
務
か
ら
始
ま
り
、
経
営
全
般
に
関
心
を
も
ち
、
仕
事
に
参
与
し
よ
う
と
す
る
。
し
て
い
る
と
見
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
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（
２
）
判
断
の
視
点
日本の一雇用慣行（実態）の変化をどう評価するかの視点を設定するにあたっては、一雇用慣行およびこれと重りなが
（注７）
ら論じられてきた日本的経営についての論争を参照することが必要である。論点は多岐にわたり、特殊性と並曰遍性
か
し
賃
労
働
関
係
も
消
滅
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
人
の
組
織
は
、
末
端
に
お
け
る
作
業
組
織
、
そ
れ
ら
を
統
合
す
る
経
営
組
織
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
第
二
の
報
告
の
文
化
的
色
彩
の
強
い
企
業
内
社
会
規
範
に
代
え
て
、
よ
り
普
遍
性
の
あ
る
人
の
組
織に注目する必要がある。その場合、日本の人の組織の支配的慣行は、組織は人なりの考え方、集団的作業組織およ
〈注５）
び有機体的経営組織となるであろう。これらは、日本固有のものではなく、欧米でも存在し、あるいはその実現を追
求されてきたものである。ただし日本では、人の組織に含まれる労働者の範囲が広いとともにそれらの組織が、社会
的に広く存在している。集団的作業組織では、集団で業務を担当するため、個人の担当する職務が限定されず、集団
内で相互援助、ローテーション、仕事を通ずる教育訓練、集団に所属することによる多技能化などが可能である。集
団に品質検査、保全などの機能が委ねられることも多い。
以上の日本の雇用慣行の四つの柱のほか、さらに特徴ある福利厚生（企業福祉）を加えることができよう。戦前に
は温情主義的なホワイトカラー従業員中心の施策で、生活の必要を補う意味をもっていたが、戦後、労働組合が交渉
・
協
議
の
対
象
と
す
る
こ
と
に
よ
り
温
情
主
義
は
消
滅
し
た
と
言
え
よ
う
。
企
業
年
金
等
を
中
心
と
す
る
外
国
の
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ットに比較するとサービス種類が多様である。また、社会保障、住宅政策などの福祉政策の不十分さを補い生活支援
的意義ないし組織のメンバーに対するサービスの提供の意義をもつ。企業はこれにより、従業員の帰属意識強化に期
（注６）
侍する。
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（収數と拡散、移転可能性）、個別慣行の定義と相互関連性、慣行の形成要因、慣行の形成時期などがあるが、これら
は
互
い
に
関
連
し
て
い
る
。
第
一
の
も
の
を
中
心
に
検
討
し
よ
う
。
日
本
の
一
雇
用
慣
行
が
、
外
国
の
そ
れ
に
比
較
し
て
何
ら
か
の
特
色
を
も
つ
こ
と
に
つ
い
て
は
、
異
論
は
な
い
が
、
そ
れ
が
、
慣
行
と
形
成
要
因
に
関
す
る
共
通
の
枠
組
み
に
よ
り
、
程
度
の
差
と
し
て
と
ら
え
切
る
か
ど
う
か
、
で
判
断
が
分
れ
る
。
慣
行
の
内
容
と
形
成
要
因
に
つ
い
て
、
文
化
や
日
本
人
の
心
理
特
性
な
ど
、
短
期
間
に
変
わ
り
難
い
も
の
を
お
け
ば
、
日
本
的
慣
行
の
特
殊
性
が
導
か
れ
る
傾
向
が
あ
る
。
経
済
や
政
治
の
個
別
の
国
に
お
け
る
歴
史
を
形
成
要
因
を
と
れ
ば
、
抽
象
的
に
は
共
通
の
分
析
枠
組
み
に
立
つ
こ
と
に
な
る
が
、
後
述
の
よ
う
に
特
殊
性
な
い
し
個
別
性
の
主
張
と
な
る
。
他
方
、
形
成
要
因
と
し
て
文
化
を
あ
げ
る
場
合
に
、
各
国
文
化
は
特
殊
で
あ
る
が
、
そ
れ
ら
が
同
様
の
経
済
的
機
能
を
果
た
す
と
の
理
解
も
あ
る
。
当
然
な
が
ら
論
者
の
専
門
学
問
分
野
に
よ
っ
て
、
形
成
要
因
等
が
偏
り
、
文
化
人
類
学
、
経
営
学
、
社
会
学
な
ど
の
分
野
の
人
々
は
、
文
化
〈柾８）
的
要
因
を
重
視
す
る
傾
向
が
あ
り
、
集
団
主
義
、
後
に
日
本
的
集
団
主
義
（
間
人
主
義
）
が
し
ば
し
ば
、
統
△
口
的
要
因
と
さ
れ
て
き
た
。
他
方
、
経
済
学
の
専
攻
者
は
、
ア
メ
リ
カ
労
働
経
済
学
の
人
的
資
本
論
と
内
部
労
働
市
場
論
に
依
拠
し
、
ま
た
は
、
お
お
む
ね
マ
ル
ク
ス
主
義
の
経
済
理
論
に
よ
り
、
構
造
的
、
歴
史
的
分
析
を
行
な
っ
て
き
た
。
前
者
は
、
普
遍
性
を
強
調
す
る
傾
向
が
あ
る
の
に
対
し
て
、
後
者
は
、
日
本
資
本
主
義
に
関
す
る
伝
統
的
分
析
を
引
き
継
ぎ
、
労
働
者
の
特
別
に
劣
悪
な
地
位
を
も
た
ら
す
資
本
蓄
積
の
特
殊
な
様
式
に
雇
用
慣
行
を
め
ぐ
る
特
殊
性
、
普
遍
性
の
論
義
は
、
日
本
経
済
の
国
際
的
地
位
の
発
展
と
と
も
に
変
化
し
て
来
た
。
戦
後
初
期
に
は
、
雇
用
慣
行
の
特
徴
が
、
前
期
的
遺
産
で
あ
り
、
後
進
的
で
あ
る
と
把
握
さ
れ
た
。
そ
の
限
り
で
は
、
特
殊
的
で
あ
っ
た
が
、
こ
の
考
え
方
で
は
、
経
済
発
展
と
と
も
に
解
消
し
て
ゆ
く
と
い
う
欧
米
へ
の
収
敏
を
暗
黙
に
期
待
し
て
い
た
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
第
二
の
報
告
、
ド
ー
ア
の
文化的要素の理解は、日本経済の発展した段階におけるものであるが、集団主義、仕事への献身、権威への従順など
（注叩）
の
文
化
は
影
響
力
を
弱
め
る
と
み
て
い
る
。
（城９〉
庄一Ｈ口してきた。
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以
上
、
日
本
的
雇
用
慣
行
、
日
本
的
経
営
を
め
ぐ
る
論
議
に
つ
い
て
簡
単
な
整
理
を
行
な
っ
た
が
、
日
本
的
経
営
が
市
場
競
争
に
当
面
す
る
経
済
的
単
位
の
活
動
で
あ
る
こ
と
、
そ
の
一
部
と
し
て
特
色
あ
る
一
雇
用
慣
行
を
も
つ
と
し
た
場
合
に
も
、
企
業
が
利
潤
を
実
現
し
、
存
続
し
続
け
る
た
め
に
は
、
効
率
性
の
維
持
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
当
然
で
あ
る
。
効
率
性
に
欠
け
れ
ば
慣
行
の
修
正
を
図
る
。
効
率
性
が
高
け
れ
ば
、
国
際
競
争
に
勝
つ
こ
と
も
で
き
よ
う
。
市
場
競
争
の
普
遍
性
の
た
め
に
、
日
本
的
特
殊
性
論
の
論
者
も
、
前
期性消滅の期待であれ、日本的経営、｜雇用慣行のもつ効率性であれ、あるいはその結果である競争における優位の確
認
で
あ
れ
、
普
遍
性
と
の
関
係
を
断
つ
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
以
上
の
よ
う
に
見
れ
ば
、
日
本
の
文
化
を
慣
行
形
成
要
因
と
し
て
認
め
る
と
し
て
も
、
普
遍
的
枠
組
み
の
中
で
位
置
づ
け
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
（沈応）
望
ま
し
く
も
あ
る
こ
と
と
な
る
。
高
度
成
長
の
初
期
に
あ
ら
わ
れ
、
終
身
一
雇
用
の
用
語
を
普
及
し
た
と
言
わ
れ
る
ア
ベ
グ
レ
ン
は
、
日
本
文
化
の
特
性
が
維
持
さ
れ
た
ま
く注Ⅲ）
ま工業化が行なわれることを観察により示そうとしたと一一一一口えよう。岩田龍子は、日本的経営の不可欠な編成原理とし
（注旧）
て
、
容
易
に
変
る
こ
と
の
な
い
日
本
人
の
、
心
理
特
性
を
あ
げ
た
。
こ
れ
ら
の
論
理
で
は
、
特
殊
性
が
永
続
し
、
収
敵
す
る
こ
と
は
な
い
。
こ
れ
と
対
照
的
な
見
解
で
は
、
日
本
の
雇
用
慣
行
に
な
ん
の
特
殊
性
も
な
く
、
先
進
的
経
済
の
独
占
段
階
一
般
に
み
ら
れ
る
企
業
的
熟
練
の
性
格
に
よ
る
も
の
で
あ
る
と
す
る
。
小
池
和
男
の
主
張
が
代
表
的
で
あ
る
。
し
か
し
、
小
池
の
場
合
も
、
日
本
で
は
、
ブ
ル
ー
カ
ラ
ーがホワイトカラー化しているとか、日本では現場労働者が技術者の持つような知識を身につけ日常業務の異常に対
（注旧）
応
し
て
い
る
と
い
っ
た
特
徴
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。
日
本
経
済
の
国
際
的
地
位
が
高
ま
り
、
資
本
の
海
外
進
出
が
行
な
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
、
日
本
的
慣
行
、
あ
る
い
は
そ
の
基
礎
に
あ
（庄川）
る考え方こそ普遍性があり先進的であるとの見解もあらわれた。ド１アの組織志向型一雇用シスーナムヘの収敵説もその
ひ
と
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
も
し
も
、
こ
れ
ら
の
主
張
が
正
し
い
と
す
れ
ば
、
海
外
進
出
企
業
へ
の
日
本
的
慣
行
の
移
転
が
可
能
で
も
あ
り
、
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普
遍
的
な
立
場
で
、
日
本
の
雇
用
慣
行
を
把
握
す
る
た
め
の
枠
組
み
と
し
て
、
筆
者
は
先
に
、
第
２
図
を
示
し
た
。
い
く
つ
か
の
理
論
や
日
本
的
労
務
管
理
に
関
す
る
論
議
を
参
照
し
て
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
枠
の
外
側
に
は
四
つ
の
環
境
要
因
を
示
し
て
あ
る
が
、
市
場
が慣行存続の条件となるため、市場（経済）を特に強調する改訂を行なった。権力は、既述のような立法や行政を通
じ
て
枠
内
に
影
響
す
る
。
枠
の
中
に
は
、
企
業
（
経
営
）
と
労
働
者
・
労
働
組
合
と
い
う
主
体
を
示
し
た
。
個
別
制
度
は
前
述
の
よ
う
に
五つ考えられるが、主体による推進と受容・支持により持続する。企業は、利潤と存続を目指すから、それｐを指標
として、個別制度日を維持したり改訂させたりする。個別制度にも上下階層を考える。例えば、終身一雇用、学卒採用、
そ
の
増
減
な
ど
。
個
別
制
度
は
経
営
理
念
に
よ
り
支
え
ら
れ
、
経
営
方
針
で
具
体
化
さ
れ
る
Ⅶ
。
理
念
は
文
化
の
影
響
を
う
け
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
成
果
に
よ
っ
て
は
、
方
針
の
変
化
、
理
念
の
問
い
直
し
も
あ
り
う
る
。
労
働
組
合
は
運
動
の
理
念
や
方
針
を
も
つ
。
労
働
者
は
各
種
の
欲
求
や
意
識
を
も
っ
て
お
り
、
そ
れ
は
労
働
組
合
に
反
映
さ
れ
よ
う
。
労
働
者
が
人
の
組
織
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
る
限
り
は
、
企
業
の
理
念
・
方
針
と
労
働
者
・
労
働
組
合
の
理
念
・
方
針
・
欲
求
（
仕
事
に
関
す
る
も
の
を
含
む
）
は
合
致
す
る
と
こ
ろ
が
あ
る
。
個
別
制
度
の
細
目
・
運
用
に
つ
い
て
は
労
使
の
協
定
が
あ
り
、
協
議
が
な
さ
れ
る
。
企
業
と
労
働
者
・
労
働
組
合
の
間
に
は
、
協
力
的
関
係
のほか対立関係がある。生活の再生産や欲求の実現ができないとき、Ｂレベルの改訂を試みるか、労働者が離職する。
Ａ
の
レ
ベ
ル
で
円
が
重
り
合
う
と
こ
ろ
が
あ
る
が
、
日
本
で
は
、
労
働
者
が
終
身
一
雇
用
に
よ
り
人
の
組
織
の
メ
ン
バ
ー
と
な
る
意
識
が
強
い
た
め
で
あ
る
。
対
抗
的
労
使
関
係
の
強
い
国
で
は
、
重
り
合
う
部
分
は
僅
か
と
な
る
。
普
遍
性
の
視
点
で
は
、
第
一
に
Ｂ
の
個
別
制
（沁陥）
度の日本の終身雇用に「安定一雇用」（長期継続雇用）を対応させることができよう。第一一に、年功賃金には、企業内の
個
別
賃
金
率
決
定
方
式
を
対
応
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
個
別
賃
金
率
は
個
々
の
労
働
者
の
受
取
る
賃
金
の
率
の
基
礎
額
で
あ
る
。
継
続
雇
用
関
係
に
あ
る
労
働
者
に
対
す
る
賃
金
支
払
は
、
多
か
れ
少
な
か
れ
管
理
さ
れ
、
し
か
も
時
間
的
展
望
を
も
つ
こ
と
と
な
る
。
そ
の
際
知
識
・
熟
練
の
上
昇
と
と
も
に
賃
金
率
が
上
昇
す
る
こ
と
は
経
済
合
理
性
が
あ
り
、
管
理
に
お
け
る
基
本
と
な
る
。
し
か
し
管
理
に
よ
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第２図雇用慣行の枠組み
市場
(注)嶺学「日本的雇用慣行の形態と実態」「日本労働法学会誌』７３号
１９８９年の図を－部修正した．
る
修
正
が
可
能
で
あ
る
。
こ
こ
ま
で
は
普
遍
的
で
あ
る
。
日
本
で
は
、
雇
用
継
続
期
間
が
長
く
な
る
と
と
も
に
、
キ
ャ
リ
ア
全
期
間
の
生
産
性
と
賃
金
率
と
を
適
合
さ
せ
る
こ
と
（
’
時
点
で
は
乖
離
す
る
こ
と
）
が
、
経
営
に
と
っ
て
合
理
的
で
あ
る
と
の
説
も
行
な
わ
れ
て
（椛而）
き
た
。
日
本
の
年
功
賃
金
で
は
継
続
雇
用
期
間
が
長
い
と
期
待
さ
れ
、
知
識
・
熟
練
に
対
す
る
支
払
か
ら
離
れ
た
管
理
が
可
能
で
あ
る
。
右
の
要
素
の
ほ
か
、
人
の
組
織
と
し
て
の
経
営
へ
の
貢
献
の
企
業
に
よ
る
評
価
と
生
活
保
障
、
支
払
能
力
が
管
理
の
な
か
で
総
合
勘
案
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
。
第
一
一
一
に
、
企
業
別
組
合
に
は
、
企
業
・
事
業
所
レ
ベ
ル
の
労
働
組
合
と
経
営
協
議
会
な
ど
の
従
業
員
代
表
制
を
対
応
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
第
四
の
個
別
制
度
は
作
業
組
織
・
経
営
組
織で既に述べた。第五は、日本の福利厚生（企業福祉）と、
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
す
な
わ
ち
一
雇
用
関
係
に
伴
う
企
業
の
サ
ー
ビ
ス
給
付
で
あ
る
。
未
組
織
分
野
で
は
温
情
主
義
の
施
策
の
意
味
を
も
つ
が
組
織
さ
れ
た
分
野
で
は
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
へ
の
給
付
を
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
に
も
及
ぼ
し
、
重
要
な
生
活
の
必
要
を
補
う
こ
と
が
共
通
で
あ
る
と
考
え
る
。
日
本
で
は
継
続
一
展
用
期
間
が
長
い
こ
と
か
ら
、
特
殊
性
が
現
れ
る
。
五
つ
の
柱
に
つ
い
て
、
日
本
の
大
企
業
の
163 
続存
産生再足、Ａ 業へロ組働 者・勘企労労
イ デオロギー
（文化） 技術
、U／、U／
(経済）
Ｕ 権力、U／ 可
（３）一雇用制度と労働市場
第
２
図
に
よ
り
論
じ
た
も
の
は
、
日
本
で
は
、
民
間
大
企
業
を
中
心
と
し
た
一
雇
用
慣
行
で
あ
る
。
こ
れ
は
中
堅
企
業
、
中
小
企
業
の
一
部
に
も
及
ぶ
一
方
、
大
企
業
で
も
新
興
の
サ
ー
ビ
ス
業
は
含
ま
れ
な
い
で
あ
ろ
う
。
労
働
組
合
の
な
い
未
組
織
の
大
企
業
で
も
労
働
市
場
の
内
部
化
が
進
み
、
経
営
の
影
響
力
が
強
い
が
類
似
の
制
度
が
成
立
し
て
い
る
。
制
度
の
変
更
は
よ
り
容
易
で
あ
る
。
日
本
の
場
合
、
こ
の
慣
行
は
、
小
零
細
企
業
と
そ
の
労
働
者
、
継
続
的
一
雇
用
関
係
に
立
た
な
い
労
働
者
が
広
く
存
在
す
る
こ
と
を
背
景
と
し
て
成
立
し
て
き
た
。
大
企
業
基
幹
労
働
者
と
中
小
零
細
企
業
労
働
者
の
労
働
条
件
等
の
格
差
、
大
企
業
が
提
供
す
る
安
定
し
た
一
雇
用
機
会
に
よ
っ
て
、
大
企
業
に
お
け
る
長
期
継
続
一
雇
用
が
促
進
さ
れ
た
。
一
雇
用
慣
行
外
の
層
の
一
部
は
、
社
外
工
と
し
て
、
ま
た
臨
時
労
働
者
等
と
し
て
大
企
業
に
雇
用
さ
れ
、
賃
労
働
関
係
の
も
と
に
あ
っ
た
。
大
企
業
は
、
一
雇
用
調
整
の
ひ
と
つ
の
方
法
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
労
働
者
を
加
減
し
た
。
大
企
業
の
職
場
で
、
作
業
条
件
の
悪
い
仕
事
、
職
務
編
成
に
よ
っ
て
正
規
従
業
員
の
分
担
か
ら
除
外
さ
れ
た
熟
練
、
不
熟
練
の
仕
事
が
社
場
合
、
終
身
雇
用
な
い
し
期
待
さ
れ
る
継
続
期
間
が
長
く
、
人
の
組
織
の
一
員
の
範
囲
が
広
い
た
め
、
普
遍
的
枠
組
み
の
限
界
に
位
置
し
、
そ
の
特
徴
が
顕
著
と
な
る
と
解
さ
れ
る
。
大
企
業
は
新
規
学
卒
中
心
の
採
用
を
行
な
っ
た
が
、
中
途
採
用
も
補
足
的
に
な
さ
れ
た
。
高
度
成
長
期
が
経
過
す
る
に
伴
い
、
中
途
採
用
者
は
、
正
規
入
社
者
の
序
列
の
中
に
吸
収
さ
れ
、
正
規
従
業
員
と
な
っ
て
い
っ
た
。
女
子
労
働
者
は
、
定
型
化
し
て
言
え
ば
、
職
務
編
成
に
あ
た
っ
て
女
子
向
け
の
補
助
的
、
不
熟
練
・
半
熟
練
の
仕
事
の
分
野
が
決
ま
り
、
そ
こ
に
配
置
さ
れ
て
い
た
。
女
子
の
標
準
的
賃
金
カ
ー
ブ
は
男
子
よ
り
低
い
位
置
に
あ
り
、
フ
ラ
ッ
ト
な
も
の
で
あ
っ
た
。
正
規
従
業
員
で
あ
る
が
人
の
組
織
の
構
成
員
と
し
て
は
周
辺
的
外
工
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
も
あ
っ
た
。
な存在であった。
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第３図二軸による雇用関係
日本企業 アメリカ企業
第一次 第一次
時 鶚内部 内部 外部／￣､ 下請派遣～－－ノ
同
様
に
定
式
化
し
、
大
企
業
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
に
つ
い
て
言
え
ば
、
新規学卒者が、経験を積みながら下位の管理職に昇進し、
以
後
、
業
績
に
よ
っ
て
選
抜
さ
れ
て
、
部
門
の
長
と
な
り
、
エ
リ
－
１トは、ほとんどが従業者出身者からなる取締役の一員とな
識川る・人の組織の管理者が従業員出身者であるため、企業が
（注旧）
趾「従業員企業」としての性格をもつ。
噺大規模企業が支配的な経済では、それらに継続一雇用され
Ｉ
 
群企業内慣行のもとにある労働者層とその外にある労働者層
雌がある。これは内部労働市場と外部労働市場といわれる区
綱別である。日本の大企業では新規学卒と中途採用者として
穀外部から内部に入る。これとは別にピオーレ等によって指
（注旧）
雌摘されてきたところを参照すると知識・熟練の高い労働者
次鵬とそうでない層を区別できる。第一次労働、第二次労働と
蹴鰔よぶこととしよう・これは内部労働市場でも外部労働市場
でも区別できる。労働市場が以上のような一一軸により構成
さ
れ
る
こ
と
は
、
各
国
共
通
で
あ
る
が
、
そ
の
具
体
的
な
状
況
は
個
別
に
異
る
。
第
３
図
は
日
米
の
差
異
を
モ
デ
ル
的
に
示
し
た
試
み
で
ある。大規模企業を中心に外部市場との関りまで含めて描
165 
か
れ
て
い
る
。
な
お
図
の
派
遣
、
パ
ー
ト
に
つ
い
て
は
後
に
述
べ
る
よ
う
に
修
正
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
ら
を
除
い
た
も
の
が
、
伝
統
的
一雇用慣行の一雇用面である。
（１）法政大学ポアソナード記念現代法研究所の研究報告書（一九九一一年度）に所収予定。
（２）労働省編『ＯＥＣＤ対日労働報告書」（日本労働協会、一九七一一年）。
（３）年功的労使関係論の論点の整理は、以下のような文献でなされている。ＯＥＣＤ報告における把握は、諸論点に照らし
てバランスあるものと考える。津田真徴『年功的労使関係論」（ミネルヴァ書房、一九」ハ八年）、隅谷一一一喜男『労働経済の
理論」（東京大学拙版会、一九七六年）、舟橋尚道『日本的雇用と賃金」（法政大学出版局、一九八三年）、本田重雄「年功
的労使関係論研究の系譜』（血、続三広島修道大学総合研究所、一九八一一年）
（４）伊丹敬之「人本主義企業」（筑摩書房、一九八七年）は、制度を原理と環境の積とみなし、原理として、カネの提供者
たる株主主権の「資本主義企業」に対し従業員王権の「人水上義企業」をおく。人中心の経営の理論化といえる。
（５）バーンズ（自国ロ曰のの）やウッドワード（』三・・Ｑ三四ａ）というイギリスの研究者に由来する組織の類型である。
（６）奥林康司「福利厚生と企業年金」島袋嘉昌編『労務管理」（中央経済社、一九八四年）など。
（７）倉田良樹「日本的経営論の展開」、高田一夫「日本的経営批判論」いずれも、津田真徴他「現代の日本的経営－国際化
時代の課題』（現代経営学第一○巻）（有斐閣、’九八二年）所収。岩田龍子「「日本的経営」論争ｌその成果と新展開の力
向を探る』（日本経済新聞社、’九八四年）。丸山恵也『日本的経営ｌその構造とピヘィビァ貢日本評論社、一九八九年）
（９）例えば、牧野富夫「崩壊する終身一雇用と労務管理の新展開」「労働運動」一一六四号（一九八七年二月号）、「なぜいま
「日本的労使関係」か」『労働運動』二六九号（一九八八年四月号）
（８）浜口恵俊、公・
社、一九八二年）。
第一章。
注
公文俊平編「日本的集団主義』（右斐閣、一九八一一年）、浜口恵俊『間人主義の社会日本」（東洋経済新報
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（旧）伊丹削
ら
れ
る
。
回
年一月号）
（咄）奥田
九月号）
（Ⅳ）古く
ページ。
（ｕ）注４の伊丹の著書は、人本主義は日本で生まれたが、国際化や「新産業革命」に対応できる原理とみなし、普遍性を認
める。津田真徴「日本的経営の論理」（中央経済社、一九七七年）および、それ以降の蒋作で、この著者は日本的経営の特
質
を
共
同
生
活
体
に
見
出
し
、
そ
こ
か
ら
現
代
経
営
の
普
遍
理
論
を
展
開
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
（旧）石田英夫「日本企業の国際人事管理』（日本労働協会、一九八ｈ年）、安保哲夫編著『日本企業のアメリカ現地生産ｌ自
動車・電機函日本的経営の「適用と適応崖（東洋経済新報社、一九八八年）、安保哲夫、公文溥他著『アメリカに生きる日
本的生産システムー現地工場の「適用」と「適応」」（東洋経済新報社、一九九一年）、人事・労務管理研究会「アジア進出
企業専門部会」報告書（一九九○年九月）、舟橋尚道「日本的労使関係の個性」岡本秀昭編『国際化と労使関係」（総合労
働研究所、一九八八年）などはいずれも、慣行の一部が移転可能、一部は困難とみなしていると一言えよう。
（咄）奥田健一一「中間概念としての「安定雇用」ｌ日本特殊論を超えるために」『日本労働協会雑誌」三四九号（一九八八年
（Ⅱ）Ｊアベグレン署、占部都美驍訳「日本の経営」（ダイヤモンド、一九五八年）。
（Ｅ）岩田龍子「日本的経営の編成原理』（文真堂、’九七七年）。
（Ｂ）小池和男「日本の熟練Ｉ‐ｌすぐれた人材育成システム」（有斐閣、一九八一年）、『仕事の経済学」（東洋経済新報社、
（、）宛。ご巳ＱＣｏ［の》、
ぐの『巴【『。｛ｎ口］罵○ユー
年）、四○七ページ。
九九一年）など。
伊
丹
敬
之
は
、
人
本
主
義
企
業
を
従
業
員
支
配
企
業
と
み
な
し
た
。
従
業
員
支
配
企
業
に
お
け
る
普
遍
性
の
主
張
は
桑
原
靖
夫
の
見
解
に
み
処る。例えば「日本的経営論再考ｌ‐ｌ「協調的」労使関係の基底にあるもの」「日本労働協会雑誌」三四一一号（一九八八
古くは、大河内一男他編「労働組合の構造と機能ｌ職場組織の実態分析」（東京人学出版会、一九五九年）三五～一一一」ハ
両○口四一ＱＣｏ［ｐ団、蔓昌、ロ貝。こ’、自己ロョ①の⑦、ｐｏｓ＆・弓否①。ミロミの。、之昌ご苫貝□ご臼巴ミミ角曽旦冒コミヘ記の（昌己苫の（ご己‐
）』二・｛Ｃ二｛・『旨勺『のｍの》］①国）・己・弓○・山之内靖、永易浩一訳『イギリスの工場・日本の工場」（筑摩書房、一九八七
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Books,1971）Ｃｈ８． 
四℃［
